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別紙 評価軸と評価の視点（令和８年９月版） 
環境サステナブル企業部門は、下記に示す「評価軸と評価の視点」を審査基準として用います。 
応募企業に期待する情報開示・取組の内容を補足するため、「評価の視点」の一部について「審査でのポイント」を記載しています。 

 
評価軸 評価の視点 審査でのポイント 

１．リスク・事業機会・戦略 
(1) 重要な環境課題の分析

結果とその方法 
A 企業が環境課題を重要と認識している（重要な環境課題が特

定されている）。 
－ 

 B 【令和８年度変更】特定された重要な環境課題を重要と特定

する理由、及び特定に至るプロセスの両方を示している。重

要と特定する理由では、財務的観点を含む経営戦略における

位置づけが説明されている。 

なぜその環境課題が自社にとって重要なのかという説明力を高める

ために、特定する理由には財務的影響の大きさの観点が含まれてい

ることが望ましい。 
 

 
 

C 重要な環境課題の特定にあたり、多様なステークホルダーの

見解が収集・反映されている。 
その際に、多様なステークホルダーへの働きかけ（ステーク

ホルダー・エンゲージメント）がなされている。 

自社にとって重要なステークホルダーを特定した上で、重要なステ

ークホルダーの見解を収集・反映するために、ステークホルダーへ

働きかけていることが望ましい。 

  D 特定された重要な環境課題が、企業のビジネスモデルや経営

戦略に照らして重要であることの説明に説得力がある。 
－ 

(2)  環境関連リスク・機会

の特定と影響可能性の

把握 

A 【令和８年度審査対象外】重要な環境課題に関連する事業リ

スク・機会が特定されている。 
－ 

 B 【令和８年度審査対象外】重要な環境課題に関連する事業リ

スク・機会は、主要製品や自社設備などだけでなく、企業の

ビジネスモデル全体を考慮して特定されている。 

－ 

 C 【令和８年度審査対象外】重要な環境課題に関連する事業リ

スク・機会が、企業のビジネスモデル上のどこで発生するか

が特定されている（サプライチェーンやバリューチェーンの

特定箇所や、特定の製品・サービス等）。 

－ 

 
 

D 重要な環境課題に関連する事業リスク・機会の財務的影響の

大きさについての検討がなされている。 
企業価値向上に向けたストーリーにもつながるよう、財務的影響の

大きさを具体的に説明していることが望ましい。その上では、可能

な限り、当該報告期間における財政状態、財務業績及びキャッシュ

フローに与えた影響や、投資計画・事業戦略を踏まえた将来の財政

状態、財務業績及びキャッシュフローに与えると予想される影響に

ついて、具体的・定量的に説明していることが望ましい。 
加えて、重要な環境課題が複数ある場合は、それらに関連する事業

リスク・機会の財務的影響を統合的に分析していることが望ましい。 



2 
 

評価軸 評価の視点 審査でのポイント 
  E 重要な環境課題に関連する事業リスク・機会の実現の時間軸

（時期）についての検討がなされている。 
すべての重要な環境課題に関連する事業リスク・機会について、時

間軸を検討していることが望ましい。 
加えて、時間軸の定義は、戦略・計画の時間軸及び資本配分計画と

つながっていることが望ましい。 
  F 重要な環境関連の事業リスク・機会について、現状と実績、

今後の課題に関する経営陣の検討と分析が示されている。 
短期的に重要な環境関連リスク・機会については具体的な措置に関

する言及があることが望ましい。 
  G 複数の環境課題の相互関係や、重要な環境課題に関する事業

リスク・機会の間のトレードオフやシナジーを考慮してい

る。 

※ トレードオフやシナジーの例 
（トレードオフ） 
・再生可能エネルギー開発に伴う生物多様性の喪失 
・節水技術の導入によるエネルギー消費量の増大 
・脱炭素への移行と雇用・地域コミュニティへの影響 
（シナジー） 
・脱炭素/レジリエンス強化にも資する自然資本管理 
・循環型ビジネスへの転換に伴う GHG 排出の削減 

  H 重要な環境課題に関する事業リスク・機会の特定及び影響や

時間軸の分析が、企業のビジネスモデルに照らして説得性が

ある。 

－ 

(3)  重要な環境課題に関す

る中長期戦略 
A 【令和７年度 A～E を統合】重要な環境課題に対応するため

の戦略が中長期的な経営戦略に統合されている（管理・実行

体制が構築され、企業活動の各分野（R&D、設備投資、バリ

ューチェーン管理など）における具体的な事業計画に取り込

まれ、具体的な取組が推進されている）。 

中長期戦略の管理・実行体制が示された上で、中長期戦略が企業活

動の各分野における取組に具体化されていることが望ましい。 
また、重要な環境課題が複数ある場合は、そのすべてにおいて、企

業活動の各分野における取組の具体化が行われていることが望まし

い。 
加えて、中長期戦略において、資本配分や事業ポートフォリオの見

直しに関する言及があることが望ましい。 
 B 【令和８年度新規追加】重要な環境課題に対応するための戦

略が中長期的な経営戦略における資本配分や事業ポートフ

ォリオの考え方と一貫しており、重要な環境課題に関する事

業リスク・機会に照らして説得性がある。 

－ 

  C 重要な環境課題に対応するための戦略及びビジネスモデル

において、重要なステークホルダーの利害及び見解を考慮し

ている。 

重要なステークホルダーの利害及び見解に加えて、それらを反映す

るための組織体制やプロセスを説明していることが望ましい。 

  D 重要な環境課題に対応するための戦略に関連して、自社の取

組による財務的な成果や社会に与える影響との関係を分析

している。 

財務的な成果や社会に与える影響を定量的に分析していることが望

ましい。 
加えて、分析方法を含めて開示していることが望ましい。 

  E 中長期戦略が、企業のビジネスモデルの持続可能性を高めて

いる。 
－ 
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評価軸 評価の視点 審査でのポイント 

２．KPI （注）｢２．KPI｣は、応募者が重要課題として特定している環境課題を審査対象とする。 

(1) 気候変動 A 【令和 8 年度新規追加】気候変動を重要な環境課題として

位置づけ、その対応の実現に向けて、スコープ別 GHG 排出

量を含む具体的な KPI 及び期限付きの目標を伴うコミット

メントを有している。 

気候変動に関する具体的なKPI及び期限付きの目標を伴うコミット

メントが示されていることが望ましい。 
GHG 排出量をスコープ別に開示していることに加えて、当該産業を

特徴づける KPI を特定して開示していることが望ましい。 
  （KPI 項目例） 

GHG 排出量（スコープ１、スコープ２）：総量、原単位、排
出源や生産活動別、連結会計グループ及び関連会社等別の内
訳など 
GHG 排出量（スコープ３）：総量、原単位、排出源や生産活
動別の内訳など 
GHG 排出削減貢献量 
エネルギー・燃料消費量/生産量：総量、原単位、再生可能エ
ネルギー・燃料の割合、自家発電量など 
エネルギー資源の調達：石油・石炭等の生産量、生産能力、
推定埋蔵量、資源利用の効率化・削減など 
物理的リスク及び/又は移行リスクの影響を受けやすい資産
や事業活動の金額や割合 
低炭素・GHG 排出製品・サービス収益：クリーン技術、再
生可能エネルギー、グリーンビルディングなど当該製品等の

売上高割合 
低炭素・GHG 排出投資（研究開発、設備投資、事業投資）：
クリーン技術、再生可能エネルギー、グリーンビルディング
など当該活動への投資/支出割合 
※ 上記のほか、他の重要環境課題に関する KPI との相互

関係を考慮した KPI の設定も可能。   
B 【令和７年度 C 及び E を統合の上、変更】スコープ別 GHG

排出量を含む気候変動に関する KPI が目標の達成に向けて

進捗している。進捗状況に加えて、進捗要因の分析と今後の

対応を示しているほか、進捗が遅延している場合には遅延理

由と遅延を解消するための具体的な対応策を示している。 

気候変動に関する目標の達成に向けて GHG 排出量の削減が進んで

いることが望ましい。 
また、進捗状況に関するトレンド又は変化に関する分析や、今後の

対応が示されていることが望ましい。 

 
 

C 【令和７年度 B を分割】気候変動に関する戦略の要素（気

候関連の影響の特定（物理的/移行リスク・機会）、シナリオ

分析、内部炭素価格の活用を含むカーボンプライシング考慮

等）を示している。 

リスク・機会は、物理的リスク・機会と移行リスク・機会の別に示さ

れていることが望ましい。 
物理的リスクは、自社及びバリューチェーン上の事業拠点・資産レ

ベルの情報を用いて分析・開示していることが望ましい。 
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評価軸 評価の視点 審査でのポイント 
シナリオ分析は、複数のシナリオを用いるとともに、分析に用いた

シナリオに関する情報や分析の前提とした主要な仮定を含めて説明

していることが望ましい。 
意思決定（投資判断、移転価格設定等）において、内部炭素価格を活

用していることが望ましい。 
  D 【令和７年度 B を分割】気候変動の緩和及び気候変動適応/

レジリエンスそれぞれの管理活動、バリューチェーンマネジ

メント等を実施している。 

重要な環境課題に関する中長期戦略に基づく対策として、気候変動

の緩和及び気候変動適応/レジリエンスのそれぞれにおいて、バリュ

ーチェーン上の各部分における取組や、製品・サービスごとの取組

が実行されていることが望ましい。 
  E 2050 年ネット・ゼロ実現に向け、移行計画が策定され、科

学的根拠のある目標に基づいた GHG 排出量の長期削減目

標達成に向けた中間目標が設定され、そのスコープは重要性

に応じて適切な範囲をカバーしている。 

移行計画は、以下の要素を満たしていることが望ましい。 
 長期目標達成の経路上に、定量的な中間目標を設定している 
 長期及び中間目標がスコープ１～３の GHG 排出量をカバーし

ている 
 科学的根拠のある目標等を参照している 
また、炭素クレジットの使用を予定している場合は、使用するスキ

ーム、種類や量について説明していることが望ましい。 
(2)  水資源 A 【令和 8 年度新規追加】水資源を重要な環境課題として位

置づけ、その対応の実現に向けて、具体的な KPI 及び期限

付きの目標を伴うコミットメントを有している。 

水資源に関する具体的なKPI及び期限付きの目標を伴うコミットメ

ントが示されていることが望ましい。 

  （KPI 項目例） 
取水量：総量、原単位、水ストレスのある地域での取水量な
ど 
排水量：総量（＋放出先別、処理方法別など）、原単位など 
水消費量：総量、原単位、水ストレスのある地域での消費量
など 
節水に関する取組（水リサイクル・再利用等）：総量、リサ
イクル率など 
水資源保全等の関連製品・サービス収益：当該製品等の売上
高割合 
水リスクに係るコスト／投資（節水機器導入など）の割合 
水資源周辺の生態系への影響 
水資源を利用する人々の水アクセス・衛生への影響 
※ 上記のほか、他の重要環境課題に関する KPI との相互

関係を考慮した KPI の設定も可能。 
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評価軸 評価の視点 審査でのポイント 
 

 
B 【令和 7 年度 C 及び D を統合の上、変更】水資源に関する

KPI が目標の達成に向けて進捗している。進捗状況に加え

て、進捗要因の分析と今後の対応を示しているほか、進捗が

遅延している場合には遅延理由と遅延を解消するための具

体的な対応策を示している。 

水資源に関する目標の達成に向けてKPIの実績が進捗していること

が望ましい。 
加えて、進捗状況に関するトレンド又は変化に関する分析や、今後

の対応が示されていることが望ましい。 

 
 

C 【令和７年度 B を分割】水資源に関する戦略の要素（水資

源関連の影響の特定（水資源への依存及び/又は水系へ与え

る影響、リスク・機会）、シナリオ分析等）を示している。 

バリューチェーン全体で水資源への依存及び/又は水系へ与える影

響を特定した上で、リスク・機会を特定していることが望ましい。 
また、シナリオ分析は、複数のシナリオを用いるとともに、分析に

用いたシナリオに関する情報や分析の前提とした主要な仮定を含め

て説明していることが望ましい。 
  D 【令和７年度 B を分割】水資源に関する管理活動、バリュ

ーチェーンマネジメント等を実施している。 
重要な環境課題に関する中長期戦略に基づく対策として、バリュー

チェーン上の各部分における取組や、製品・サービスごとの取組が

実行されていることが望ましい。 
(3) 生物多様性 A 【令和 8 年度新規追加】生物多様性を重要な環境課題とし

て位置づけ、その対応の実現に向けて、具体的な KPI 及び

期限付きの目標を伴うコミットメントを有している。 

生物多様性に関する具体的なKPI及び期限付きの目標を伴うコミッ

トメントが示されていることが望ましい。 

  （KPI 項目例） 
バリューチェーンにおける生物多様性・土地利用に関するリ
スクと評価 
生物資源の調達：生産効率、採取の制限・管理、ABS 等の関

連法制度の遵守 
※ 上記のほか、他の重要環境課題に関する KPI との相互

関係を考慮した KPI の設定も可能。 
  

 
B 【令和 7 年度 C 及び E を統合の上、変更】生物多様性に関

する KPI が目標の達成に向けて進捗している。進捗状況に

加えて、進捗要因の分析と今後の対応を示しているほか、進

捗が遅延している場合には遅延理由と遅延を解消するため

の具体的な対応策を示している。 

生物多様性に関する目標の達成に向けてKPI の実績が進捗している

ことが望ましい。 
加えて、進捗状況に関するトレンド又は変化に関する分析や、今後

の対応が示されていることが望ましい。 

 
 

C 【令和７年度 B を分割】生物多様性に関する戦略の要素（生

物多様性関連の影響の特定（生物資源への依存及び/又は生

態系に与える影響、リスク・機会）、シナリオ分析等）を示

している。 

バリューチェーン全体で生物資源への依存及び/又は生態系に与え

る影響を特定した上で、リスク・機会を特定していることが望まし

い。 
シナリオ分析は、複数のシナリオを用いるとともに、分析に用いた

シナリオに関する情報や分析の前提とした主要な仮定を含めて説明

していることが望ましい。 
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評価軸 評価の視点 審査でのポイント 
  D 【令和７年度 B を分割】生物多様性に関する管理活動、バ

リューチェーンマネジメント等を実施している。 
重要な環境課題に関する中長期戦略に基づく対策として、バリュー

チェーン上の各部分における取組や、製品・サービスごとの取組が

実行されていることが望ましい。 
   E ネイチャーポジティブへの移行、及び/又は生物多様性に関

する野心的な目標の達成に向けて、計画が策定されている。  
－ 

(4)  資源循環 A 【令和 8 年度新規追加】資源循環を重要な環境課題として

位置づけ、その対応の実現に向けて、具体的な KPI 及び期

限付きの目標を伴うコミットメントを有している。 

資源循環に関する具体的なKPI及び期限付きの目標を伴うコミット

メントが示されていることが望ましい。 

  （KPI 項目例） 
廃棄物量、及び廃棄物の管理、処理、処分：包装材、家電、
鉱業など 
鉱物資源の調達：生産量、生産能力、推定埋蔵量、資源利用
の効率化・削減など 
リサイクル可能あるいは持続可能な原料の使用（総量、原単
位など） 
製品リサイクル・再利用の取組（使用済み商品の回収・リサ
イクルなど） 
※ 上記のほか、他の重要環境課題に関する KPI との相互

関係を考慮した KPI の設定も可能。 
 

 
B  【令和 7 年度 C 及び D を統合の上、変更】資源循環に関す

る KPI が目標の達成に向けて進捗している。進捗状況に加

えて、進捗要因の分析と今後の対応を示しているほか、進捗

が遅延している場合には遅延理由と遅延を解消するための

具体的な対応策を示している。 

資源循環に関する目標の達成に向けてKPIの実績が進捗しているこ

とが望ましい。 
加えて、進捗状況に関するトレンド又は変化に関する分析や、今後

の対応が示されていることが望ましい。 
 

 
 

C 【令和７年度 B を分割】資源循環に関する戦略の要素（資

源循環関連の影響の特定（資源への依存、資源利用可能性に

与える影響、リスク・機会）等）を示している。 

バリューチェーン全体で資源への依存及び/又は資源利用可能性に

与える影響を特定した上で、リスク・機会を特定していることが望

ましい。 
また、線形経済に依存するリスクの認識とともに、サーキュラーエ

コノミーへの移行に取り組むことの事業機会について説明している

ことが望ましい。 
加えて、プラスチックの使用や廃棄に係るリスクの認識とともに、

脱プラ・素材代替、使い捨てプラ見直し、再生材やバイオプラ利用、

関連技術開発等に取り組むことの事業機会について説明しているこ

とが望ましい。 
 

  D 【令和７年度 B を分割】資源循環に関する管理活動、バリ 重要な環境課題に関する中長期戦略に基づく対策として、バリュー
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評価軸 評価の視点 審査でのポイント 
ューチェーンマネジメント等を実施している。 チェーン上の各部分における取組や、製品・サービスごとの取組が

実行されていることが望ましい。 
また、事業戦略と関連付けて、いかに収益性を保ちながら中長期的

にサーキュラーエコノミー移行／プラスチック戦略投資を回収して

いくのかについて説明されていることが望ましい。 
 

(5) 化学物質・汚染予防 A 【令和 8 年度新規追加】化学物質・汚染予防を重要な環境課

題として位置づけ、その対応の実現に向けて、具体的な KPI
及び期限付きの目標を伴うコミットメントを有している。 
 

化学物質・汚染予防に関する具体的な KPI 及び期限付きの目標を伴

うコミットメントが示されていることが望ましい。 

  （KPI 項目例） 
大気汚染に関するリスクと管理（有害物質【SOX、NOX、
VOC など】の排出量など） 
水質汚染に関するリスクと管理（有害物質【水銀など】の排
出量、流出、使用量、BOD、COD など） 
土壌汚染に関するリスクと管理（有害物質の流出、使用量な
ど） 
汚染対策コスト（排水・浄化処理、低排出設備の導入、代替
品の導入など） 
汚染防止技術・サービス収益：売上高等 
※ 上記のほか、他の重要環境課題に関する KPI との相互

関係を考慮した KPI の設定も可能。   
B 【令和７年度 C 及び D を統合の上、変更】化学物質・汚染

予防に関する KPI が目標の達成に向けて進捗している。進

捗状況に加えて、進捗要因の分析と今後の対応を示している

ほか、進捗が遅延している場合には遅延理由と遅延を解消す

るための具体的な対応策を示している。 

化学物質・汚染予防に関する目標の達成に向けて KPI の実績が進捗

していることが望ましい。 
加えて、進捗状況に関するトレンド又は変化に関する分析や、今後

の対応が示されていることが望ましい。 

   C 【令和７年度 B を分割】化学物質・汚染予防に関する戦略

の要素（化学物質・汚染予防関連の影響の特定（環境に与え

る影響、リスク・機会）等）を示している。 

バリューチェーン全体で化学物質・汚染予防関連の影響を特定した

上で、リスク・機会を特定していることが望ましい。 

  D 【令和７年度 B を分割】化学物質・汚染予防に関する管理

活動、バリューチェーンマネジメント等を実施している。 
 

 

重要な環境課題に関する中長期戦略に基づく対策として、バリュー

チェーン上の各部分における取組や、製品・サービスごとの取組が

実行されていることが望ましい。 
 

３．ガバナンス 
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評価軸 評価の視点 審査でのポイント 
(1)  長期的な価値創造の観

点での重要環境課題に

関するガバナンス 

A 経営理念や企業ミッション等から、環境の持続可能性への貢

献を志向していることや、環境を事業存続の基盤として想定

していることが読み取れるなど、企業のあるべき姿を示した

ステートメント（「パーパス」等）に環境の重要性に対する

認識（インパクト創出を目指す趣旨等）が含まれている。 
  

－ 

  B 企業トップが、中長期的な企業の価値向上に向けた取組の一

環として、環境課題への対応にコミットメントを示してい

る。 
（参考情報例：統合報告書のトップメッセージでの環境課題

に対する言及の有無・多寡、環境課題に対する取組に関する

意気込みが統合報告書と環境関連報告書とで違わないか 

等） 
  

企業トップ自らの言葉で、重要な環境課題と取組方針（戦略）を明

確に説明し、中長期（中期経営計画を超える期間）における実行に

ついて具体的な数値（KPI）と共に明言（コミット）していることが

望ましい。 

  C 【令和８年度変更】企業トップを含むマネジメント層が環境

課題に対するコミットメントを強く示して具体的に行動し

ており、かつそれらがマテリアリティ及び中長期戦略と整合

し、実効性を伴っていることに説得力のある説明がなされて

いる。 
 

－ 

  D 【令和８年度変更】取締役会が、企業における経営戦略を議

論する際、環境課題を考慮している。 
（参考情報例：当該期間の議論の内容開示、取締役会附属の

環境関連諮問機関の設置及び議論の内容開示 等） 
  

取締役会附属の環境・サステナビリティ関連諮問委員会を設置し、

議論の内容を開示していることが望ましい。 

  
 

E 取締役会や環境関連の諮問委員会が、企業の環境課題につい

て報告を受けるプロセスと頻度が示されている。 
  

－ 

  F 【令和８年度変更】取締役会において環境課題への対応が経

営戦略の中で検討されるための、社内連携体制を有している

（例：環境・サステナビリティ部と、経営企画部や財務部、

IR 等との連携）。 
また、環境・サステナビリティ分野・部門を統括する経営層

（チーフ・サステナビリティ・オフィサー等）が必要な能力

を有していることを示すキャリアを開示している。 

環境・サステナビリティ部等とその他の関連部門の連携体制を示し

ていることが望ましい。 
加えて、環境・サステナビリティ分野・部門を統括する経営層のキ

ャリアを開示していることが望ましい。 

  G 【参考質問・審査対象外】 － 
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評価軸 評価の視点 審査でのポイント 
環境分野・部門を担当する部署（例：環境・サステナビリテ

ィ部）の環境分野専任スタッフ及び兼任スタッフの人数 
※ 参考質問として、貴社内の環境分野・部門を担当するス

タッフの人数をお伺いします。本質問の回答結果は、審査に

影響を与えません。 
 

  H 【令和８年度変更】経営戦略に照らして備えるべきスキル等

を特定した上で、取締役会の環境関連の経験・知見や執行部

門に環境関連の諮問委員会があることが開示されており、環

境関連の課題に対応する能力を有していることが示されて

いる。 
（例：スキル・マトリックスの開示に加え、環境関連の課題

に対応する能力を有することが分かる経験・知見等の詳細な

説明） 

取締役会や諮問委員会のメンバーについて、スキル・マトリックス

のみならず、環境関連の課題に対応する能力を十分有していると分

かる経験・知見等の詳細な開示があることが望ましい。 

  I 【令和８年度変更】環境・持続可能性にも配慮しつつ、会社

の持続的な成長を促し中長期的な企業価値の向上を図る観

点から、独立した立場で経営の監督等を行うことができる独

立社外取締役が選任されており、環境関連の課題に対応する

能力を有していることが示されている。 
（例：スキル・マトリックスの開示に加え、環境・サステナ

ビリティ関連の課題に対応する能力を有することが分かる

経験・知見等の詳細な説明） 

社外取締役について、スキル・マトリックスのみならず、環境関連

の課題に対応する能力を十分有していると分かる経験・知見等の詳

細な開示があることが望ましい。 

  J 取締役の報酬に環境課題対応を含む ESG・サステナビリテ

ィの実績評価等が反映される。 
 

実績評価は、特定された重要な環境課題に沿っていることが望まし

い。 

  K 環境課題に対する取組の実施にあたり、先住民族、地域社会

などの影響を受けるステークホルダーを考慮し、取締役会と

経営陣がこれを監督している。 

影響を受けるステークホルダーについて、国際規範（OECD 多国籍

企業行動指針、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」等）へのコ

ミットメントや方針を有し、ステークホルダーとのエンゲージメン

トを踏まえて、取締役会や経営陣が監督・意思決定を行っているこ

とが望ましい。 
(2)  環境情報の開示 A 【令和７年度 A 及び C を統合】環境報告は、データ羅列で

なく、経年比較や原単位を示すなど工夫が見られ、その情報

の意味合い、対象とする企業範囲（自社単体に加え、海外事

業や子会社等の支配権の及ぶ範囲）、重要性が理解できる開

示になっている。  

環境報告の対象とする範囲と支配権の及ぶ範囲の関係性が明確であ

ることが望ましい。 
加えて、指標の算定方法（算定方法の変更があった場合、その理由

や影響量等を含む）が明示されていることが望ましい。 

   B 【令和８年度変更】GHG 排出量データを含む環境情報の第 特定された重要な環境課題のすべてをカバーする KPI について、第
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評価軸 評価の視点 審査でのポイント 
三者保証を受けている。スコープ３排出量データの第三者保

証対象に、データ分析に基づき把握した重要なカテゴリが含

まれている。 

三者保証を受けていることが望ましい。 
また、第三者保証を受けている GHG 排出量データは、国内の自社

単体に加え、海外事業や子会社における排出分も含まれていること

が望ましい。 
加えて、スコープ３排出量について第三者保証を受けており、デー

タ分析に基づき把握した重要なカテゴリが含まれていることが望ま

しい。 
  C 環境情報は、決算期末から６か月後程度までの適切なタイミ

ングで遅滞なく公開されている。 
－ 

 
(3)  環境課題に関する投資

家等との対話 
A 経営層による投資家を含むステークホルダーとの建設的な

対話についての方針が開示されている。 
－ 

  B 経営層による投資家との対話の方針に、重要環境課題に関す

る各ステークホルダーの懸念・関心への対応が含まれてい

る。 

投資家対話だけでなく、セクター・業界別のフォーラム組成等の追

加的な取組を行っていることが望ましい。 

  C 【令和７年度 1(1)C より移動し、一部変更】経営層が投資家

を含むステークホルダーとの対話に積極的であり、対話の内

容が取組に活かされている。 

取締役や経営陣がステークホルダーとの対話に参加しており、対話

の内容・結果が開示され、その後の取組に活かされていることが望

ましい。 
(4)  環境関連リスク・機会

の管理プロセス 
環境関連リスク・機会の管理プロセスの効果的な実施を可能にす

る以下のような仕組みを有している。 
－ 

 A 環境関連リスク・機会を管理・モニタリングする体制（責任、

役割） 
－ 

  B 環境関連法規の遵守状況 重要な法規制等への遵守方法、内部監査の基準・結果、重要な法規

制等の違反の有無、違反に対する対応状況や環境影響等が、過去３

年分理解できることが望ましい。 
  C 環境への負の影響を特定し、停止・防止・軽減するためのデ

ュー・ディリジェンスに関する方針（デュー・ディリジェン

スを実施する基準や確認項目など） 

－ 

  D 【令和８年度変更】環境課題に応じた負の影響の特定・評価、

適切な指標を用いたモニタリング、及びその内容を踏まえた

改善策の立案・実施・評価・見直しのサイクル。加えて、そ

れらに関する教育訓練の定期的な実施 

環境への負の影響を特定する際に企業が用いるデータの情報源や対

象となる事業の範囲などに関する情報、環境への負の影響の性質、

発生可能性・規模の評価方法に関する情報、及び、優先順位付けし

た環境への負の影響の管理・モニタリング方法が開示されているこ

とが望ましい。 
加えて、管理・モニタリング手法が、環境課題に応じた負の影響・リ

スクの性質の違いを踏まえていることが望ましい。 
 

  E 製品ライフサイクル評価、環境影響を最小化する製品設計ポ － 
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評価軸 評価の視点 審査でのポイント 
リシー 

  F 【令和８年度審査対象外】国際的に認められた環境認証の取

得や基準への準拠、イニシアチブ参加（ISO14001 の取得な

ど） 

－ 

  G 内部監査の実施 － 
 

  H 【令和８年度変更】サプライヤー監査及びその後の改善指導

等の実施 
持続可能な調達に関する方針を設定・開示した上で、サプライヤー

監査を実施し、その詳細（実施主体、実施手法、監査結果）を開示し

ていることが望ましい。 
加えて、問題先への改善指導と改善状況の継続的な確認等を実施し

ていることが望ましい。 
  I 事故予防や緊急事態管理に関するルールや手順、及びそれら

に関する教育訓練の定期的な実施 
－ 

  J A～I のプロセスが、環境関連リスク・機会を管理する上で

有効に機能していることに説得的な説明がなされている。 
－ 

４．加点要素 

(1)  SBT SBT を策定済み、又はコミットしている（SBT の companies 
taking action リストに載っている）。 
  

－ 

(2)  RE100 RE100 にコミットしている。 
  

－ 

(3) ネイチャーポジティブ

経営 
自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）のアダプター、

自然資本ファイナンスアライアンス（NCFA）、環境省 30by30 ア

ライアンス、環境省・経団連「生物多様性ビジネス貢献プロジェ

クト」等のネイチャーポジティブ経営に関するイニシアチブに参

画し取り組んでいる。 
 

－ 

(4)  グリーンボンド等 環境省等の指針や ICMA、CBI の原則等に基づいたグリーンボン

ド、気候ボンド、レジリエンスボンド、グリーン性を持つサステ

ナビリティボンド、トランジションボンド、サステナビリティ・

リンク・ボンドの発行、又は、グリーンローン、サステナビリテ

ィ・リンク・ローンで資金調達をしており、自社ウェブサイト等

でそのグリーン性に関する情報開示を行っている。（例：フレー

ムワークやインパクトレポートの公表） 

－ 

(5) 有価証券報告書におけ A 有価証券報告書上で、財務情報と同じ期間のカテゴリ別スコ － 
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評価軸 評価の視点 審査でのポイント 
る開示 
※応募企業が有価証券

報告書を作成していな

い場合、本質問は対象

外とし、審査に影響を

与えません 

ープ３GHG 排出実績の開示を行っている。 
B 有価証券報告書上で、環境関連開示とその他の財務報告書

（関連する財務諸表など）の情報との間のつながりのある開

示を行っている。 
（例：重要な環境課題に関連する事業リスク・機会やこれに

対応する戦略に伴う、売上高や製造コスト等の変動、資産の

耐用年数及び減損の評価、事業再編による労働力の将来の規

模及び構成に与える影響等の説明） 

－ 

(6) 企業年金基金 
※応募企業が企業年金

基金を有していない場

合、本質問は対象外と

し、審査に影響を与え

ません 

自社の企業年金基金は、ESG 要素を考慮した投資の推進に関す

る方針等を策定し、運用委託先に対する投資マンデートへのESG
要素の組み込みや、スチュワードシップ活動を通じた重要 ESG
課題に関するエンゲージメントの実施要請、ESG 報告開示の促

進等に取り組んでいる。 

－ 

(7) ウェルビーイング／高

い生活の質 
【令和８年度新規追加】重要な環境課題への取組において、①ス

トック重視、②長期的視点、③国民の本質的ニーズの重視、④無

形資産重視、⑤コミュニティ重視、⑥自立・分散型の視点を意識

し、現在及び将来の国民一人一人の生活の質、幸福度、ウェルビ

ーイング、経済厚生の向上（「ウェルビーイング／高い生活の質」）

に貢献している。 

－ 
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＜参考＞ 
「評価軸と評価の視点（令和８年９月版）」と各種開示要件（TCFD 提言、TNFD 提言、ISSB 基準、SSBJ 基準、欧州 ESRS）の関係性 
（注）下記はあくまでも関連する開示要件を参考として示すものであり、開示要件への完全な適合を示すものではありません。 
 

評価軸・評価の視点 関連する開示要件 
１．リスク・事業機会・戦略 
(1) 重要な環境課題の分

析結果とその方法 A 
【ISSB】IFRS S1：重要性-第 17 項 
【SSBJ】適用基準：第 48 項 
【ESRS】ESRS1：3、ESRS2：開示要件 IRO-1 

 
B 

【ISSB】IFRS S1：B21 項 
【SSBJ】適用基準：第 56 項～第 58 項 
【ESRS】ESRS2：開示要件 IRO-1 

 
 

C 【ESRS】ESRS2：開示要件 SBM-2 

  
D 

【ISSB】IFRS S1：B16 項、B21 項、B22 項 
【SSBJ】適用基準：第 56 項～第 58 項 
【ESRS】ESRS2：開示要件 SBM-3 

(2)  環境関連リスク・機会

の特定と影響可能性

の把握 A 

【TCFD】戦略 a) 
【TNFD】戦略 A 
【ISSB】IFRS S1：戦略-第 30 項(a) 
【SSBJ】一般基準：第 14 項(1) 
【ESRS】ESRS2：開示要件 SBM-3 

 
B 

【ISSB】IFRS S1：戦略-第 32 項 
【SSBJ】一般基準：第 15 項 
【ESRS】ESRS2：開示要件 SBM-3 

 
C 

【ISSB】IFRS S1：戦略-第 32 項 
【SSBJ】一般基準：第 15 項 
【ESRS】ESRS2：開示要件 SBM-3 

  

D 

【TCFD】戦略 b) 
【TNFD】戦略 B 
【ISSB】IFRS S1：戦略-第 34 項～第 35 項 
【SSBJ】一般基準：第 16 項～第 18 項 
【ESRS】ESRS2：開示要件 SBM-3 
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評価軸・評価の視点 関連する開示要件 
  

E 

【TCFD】戦略 a) 
【TNFD】戦略 A 
【ISSB】IFRS S1：戦略-第 30 項(b)～(c) 
【SSBJ】一般基準：第 14 項(2)～(4) 
【ESRS】ESRS2：開示要件 SBM-3 

  
F 

【ISSB】IFRS S1：戦略-第 33 項(b) 
【SSBJ】一般基準：第 23 項(1)～(2) 

  
G 

【ISSB】IFRS S1：戦略-第 33 項(c) 
【SSBJ】一般基準：第 23 項(3) 

  

H 

【TCFD】戦略 a)、b) 
【TNFD】戦略 A、B 
【ISSB】IFRS S1：戦略-第 30 項、第 32 項～第 35 項 
【SSBJ】一般基準：第 14 項～第 18 項、第 23 項 
【ESRS】ESRS2：開示要件 SBM-3 

(3)  重要な環境課題に関

する中長期戦略 
A 

【TCFD】戦略 b) 
【TNFD】戦略 B 
【ISSB】IFRS S1：戦略-第 32 項、第 33 項(a)、第 34 項、第 35 項(c)～(d) 
【SSBJ】一般基準：第 15 項～第 18 項、第 23 項 
【ESRS】ESRS2：開示要件 SBM-1、SBM-3 

 

B 

【TCFD】戦略 b) 
【TNFD】戦略 B 
【ISSB】IFRS S1：戦略-第 32 項、第 33 項(a)、第 34 項、第 35 項(c)～(d) 
【SSBJ】一般基準：第 15 項～第 18 項、第 23 項 
【ESRS】ESRS2：開示要件 SBM-1、SBM-3 

  C 【ESRS】ESRS2：開示要件 SBM-2 
  D － 
  

E 
【ISSB】IFRS S1：戦略-第 41 項 
【SSBJ】一般基準：第 24 項～第 26 項 
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評価軸・評価の視点 関連する開示要件 
２．KPI 
(1)  気候変動 

A 

【TCFD】指標・目標 a) b) c) 
【ISSB】IFRS S1：指標・目標-第 46 項(b)(i)、第 48 項、第 51 項(a)～(e)、IFRS S2：指標・目標-第 29 項、第 32 項～第 33 項、

第 36 項、B26 項～B27 項 
【SSBJ】一般基準：第 32 項～第 33 項、第 39 項(1)～(5)、気候基準：第 47 項～第 49 項、第 52 項～第 57 項、第 60 項～第 63
項、第 79 項～第 82 項、第 86 項～第 87 項(1)、第 92 項、第 97 項 
【ESRS】ESRS E1 開示要件 E1-2、E1-4～E1-7 

  

B 

【TCFD】指標・目標 c) 
【ISSB】IFRS S1：指標・目標-第 46 項(b)(ii)、第 51 項(e)～(g)、IFRS S2：指標・目標-第 34 項～第 35 項 
【SSBJ】一般基準：第 39 項(5)～(8)、気候基準：第 87 項(2)、第 93 項～第 95 項 
【ESRS】ESRS2：最低開示要件 MDR-T、ESRS E1 開示要件 E1-4 

  

C 

【TCFD】戦略 a) b) c) 
【ISSB】IFRS S1：戦略-第 30 項(a)、第 32 項、リスク管理-第 44 項(a)(ii)、IFRS S2：戦略-第 10 項～第 12 項、第 22 項、指標・

目標-第 29 項(f) 
【SSBJ】一般基準：第 14 項～第 15 項、第 29 項(1)②、気候基準：第 17 項～第 19 項、第 30 項～第 39 項、第 41 項(2)、第 83 項 
【ESRS】ESRS E1：ESRS2-IRO-1 に関連する開示要件、開示要件 E1-8～E1-9 

  
D 

【ISSB】IFRS S1：戦略-第 33 項(a)～(b)、IFRS S2：戦略-第 14 項、第 22 項 
【SSBJ】一般基準：第 23 項(1)～(2)、気候基準：第 28 項～第 29 項、第 39 項 
【ESRS】ESRS2：最低開示要件 MDR-A、ESRS E1 開示要件 E1-3 

  

E 

【TCFD】戦略 b) 
【ISSB】IFRS S2：戦略-第 14 項、指標・目標-第 33 項 
【SSBJ】気候基準：第 28 項～第 29 項、第 92 項 
【ESRS】ESRS E1：開示要件 E1-1 

(2) 水資源 

A 

【TNFD】測定指標とターゲット A、B、C 
【ISSB】IFRS S1：指標・目標-第 46 項、第 51 項(a)～(e) 
【SSBJ】一般基準：第 32 項、第 39 項(1)～(5) 
【ESRS】ESRS E3：開示要件 E3-1、E3-3～E3-4 

  

B 

【TNFD】測定指標とターゲット C 
【ISSB】IFRS S1：指標・目標-第 51 項(e)～(g) 
【SSBJ】一般基準：第 39 項(5)～(8) 
【ESRS】ESRS2：最低開示要件 MDR-T、ESRS E3：開示要件 E3-3～E3-4 
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評価軸・評価の視点 関連する開示要件 
  

C 

【TNFD】戦略 A、B、C、D 
【ISSB】IFRS S1：戦略-第 30 項(a)、第 32 項、リスク管理-第 44 項(a)(ii) 
【SSBJ】一般基準：第 14 項～第 15 項、第 29 項(1)② 
【ESRS】ESRS E3：ESRS2-IRO-1 に関連する開示要件、開示要件 E3-5 

  

D 

【TNFD】戦略 B 
【ISSB】IFRS S1：戦略-第 33 項(a)～(b) 
【SSBJ】一般基準：第 23 項(1)～(2) 
【ESRS】ESRS2：最低開示要件 MDR-A、ESRS E3：開示要件 E3-2 

(3) 生物多様性 

A 

【TNFD】測定指標とターゲット A、B、C 
【ISSB】IFRS S1：指標・目標-第 46 項、第 51 項(a)～(e) 
【SSBJ】一般基準：第 32 項、第 39 項(1)～(5) 
【ESRS】ESRS E4：開示要件 E4-2、E4-4～E4-5 

  

B 

【TNFD】測定指標とターゲット C 
【ISSB】IFRS S1：指標・目標-第 51 項(e)～(g) 
【SSBJ】一般基準：第 39 項(5)～(8) 
【ESRS】ESRS2：最低開示要件 MDR-T、ESRS E4：開示要件 E4-4 

  

C 

【TNFD】戦略 A、B、C、D 
【ISSB】IFRS S1：戦略-第 30 項(a)、第 32 項、リスク管理-第 44 項(a)(ii) 
【SSBJ】一般基準：第 14 項～第 15 項、第 29 項(1)② 
【ESRS】ESRS E4：ESRS2-IRO-1 に関連する開示要件、開示要件 E4-6 

  

D 

【TNFD】戦略 B 
【ISSB】IFRS S1：戦略-第 33 項(a)～(b) 
【SSBJ】一般基準：第 23 項(1)～(2) 
【ESRS】ESRS2：最低開示要件 MDR-A、ESRS E4：開示要件 E4-3 

  

E 

【TNFD】戦略 B 
【ISSB】IFRS S1：戦略-第 33 項(a)～(b) 
【SSBJ】一般基準：第 23 項(1)～(2) 
【ESRS】ESRS E4：開示要件 E4-1 

(4) 資源循環 

A 

【TNFD】測定指標とターゲット A、B、C 
【ISSB】IFRS S1：指標・目標-第 46 項、第 51 項(a)～(e) 
【SSBJ】一般基準：第 32 項、第 39 項(1)～(5) 
【ESRS】ESRS E5：開示要件 E5-1、E5-3～E5-5 
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評価軸・評価の視点 関連する開示要件 
  

B 

【TNFD】測定指標とターゲット C 
【ISSB】IFRS S1：指標・目標-第 51 項(e)～(g) 
【SSBJ】一般基準：第 39 項(5)～(8) 
【ESRS】ESRS2：最低開示要件 MDR-T、ESRS E5：開示要件 E5-3 

  

C 

【TNFD】戦略 A、B、C、D 
【ISSB】IFRS S1：戦略-第 30 項(a)、第 32 項 
【SSBJ】一般基準：第 14 項～第 15 項 
【ESRS】ESRS E5：ESRS2-IRO-1 に関連する開示要件、開示要件 E5-6 

  

D 

【TNFD】戦略 B 
【ISSB】IFRS S1：戦略-第 33 項(a)～(b) 
【SSBJ】一般基準：第 23 項(1)～(2) 
【ESRS】ESRS2：最低開示要件 MDR-A、ESRS E5：開示要件 E5-2 

(5) 化学物質・汚染予防 

A 

【TNFD】測定指標とターゲット A、B、C 
【ISSB】IFRS S1：指標・目標-第 46 項、第 51 項(a)～(e) 
【SSBJ】一般基準：第 32 項、第 39 項(1)～(5) 
【ESRS】ESRS E2：開示要件 E2-1、E2-3～E2-5 

  

B 

【TNFD】測定指標とターゲット C 
【ISSB】IFRS S1：指標・目標-第 51 項(e)～(g) 
【SSBJ】一般基準：第 39 項(5)～(8) 
【ESRS】ESRS2：最低開示要件 MDR-T、ESRS E2：開示要件 E2-3～E2-4 

  

C 

【TNFD】戦略 A、B、C、D 
【ISSB】IFRS S1：戦略-第 30 項(a)、第 32 項 
【SSBJ】一般基準：第 14 項～第 15 項 
【ESRS】ESRS E2：ESRS2-IRO-1 に関連する開示要件、開示要件 E2-6 

  

D 

【TNFD】戦略 B 
【ISSB】IFRS S1：戦略-第 33 項(a)～(b) 
【SSBJ】一般基準：第 23 項(1)～(2) 
【ESRS】ESRS2：最低開示要件 MDR-A、ESRS E2：開示要件 E2-2 

３．ガバナンス 

(1)  長期的な価値創造の

観点での重要環境課

題に関するガバナン

ス 

A 
【ISSB】IFRS S1：ガバナンス-第 27 項(a)(i) 
【SSBJ】一般基準：第 9 項(2) 

 
B 

【ISSB】IFRS S1：ガバナンス-第 27 項(a)(i) 
【SSBJ】一般基準：第 9 項(2) 

 
C 

【ISSB】IFRS S1：ガバナンス-第 27 項(a)(i) 
【SSBJ】一般基準 第 9 項(2) 
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評価軸・評価の視点 関連する開示要件 
  

D 

【TCFD】ガバナンス a) 
【TNFD】ガバナンス A 
【ISSB】IFRS S1：ガバナンス-第 27 項(a)(iv) 
【SSBJ】一般基準：第 9 項(5) 
【ESRS】ESRS2：開示要件 GOV-1 

  

E 

【TCFD】ガバナンス a) b) 
【ISSB】IFRS S1：ガバナンス-第 27 項(a)(iii) 
【SSBJ】一般基準：第 9 項(4) 
【ESRS】ESRS2：開示要件 GOV-2 

  

F 

【TCFD】ガバナンス b) 
【TNFD】ガバナンス B 
【ISSB】IFRS S1：ガバナンス-第 27 項(b) 
【SSBJ】一般基準：第 10 項 
【ESRS】ESRS2 開示要件 GOV-1、GOV-5 

  G － 
  

H 
【ISSB】IFRS S1：ガバナンス-第 27 項(a)(ii) 
【SSBJ】一般基準：第 9 項(3) 
【ESRS】ESRS2：開示要件 GOV-1 

  
I 

【ISSB】IFRS S1：ガバナンス-第 27 項(a)(ii) 
【SSBJ】一般基準：第 9 項(3) 
【ESRS】ESRS2：開示要件 GOV-1 

  
J 

【ISSB】IFRS S1：ガバナンス-第 27 項(a)(v) 
【SSBJ】一般基準：第 9 項(6) 
【ESRS】ESRS2：開示要件 GOV-3 

  K 【ESRS】ESRS2 開示要件 SBM-2 
【TNFD】ガバナンス C 

(2) 環境情報の開示 
A 

【ISSB】IFRS S1：報告企業-第 20 項、Appendix D 
【SSBJ】適用基準：第 5 項、別紙 A 
【ESRS】ESRS1：7.1、7.6、ESRS2：開示要件 BP-1 

  
B 

【ISSB】IFRS S1：指標・目標-第 50 項(c) 
【SSBJ】一般基準：第 36 項(3) 
【ESRS】企業サステナビリティ報告指令の条文にて規定 

  C 【ISSB】IFRS S1：報告の頻度-第 64 項 
【SSBJ】適用基準：第 67 項～第 68 項 
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評価軸・評価の視点 関連する開示要件 
(3) 環境課題に関する投

資家等との対話 
A － 

 B － 
 C 【ESRS】ESRS2 開示要件 SBM-2 
(4) 環境関連リスク・機会

の管理プロセス 
A 

【TCFD】リスク管理 b)、c) 
【TNFD】リスクとインパクトの管理 B～C 
【ISSB】IFRS S1：ガバナンス-第 27 項(a)、リスク管理-第 44 項(c) 
【SSBJ】一般基準：第 9 項、第 29 項(3) 
【ESRS】ESRS2：開示要件 GOV-5 

 B － 
  

C 
【ISSB】IFRS S1：ガバナンス-第 27 項、リスク管理-第 44 項(a) 
【SSBJ】一般基準：第 9 項(5)、第 29 項(1) 
【ESRS】ESRS2：開示要件 GOV-4 

  

D 

【TCFD】リスク管理 a)、b) 
【TNFD】リスクとインパクトの管理 A 
【ISSB】IFRS S1：ガバナンス-第 27 項、リスク管理-第 44 項(b)、指標・目標-第 51 項 
【SSBJ】一般基準：第 9 項(6)、第 29 項(1)、第 39 項 
【ESRS】ESRS2：開示要件 IRO-1 

  E － 
  F － 
  G － 
  H － 
  I － 
  J － 
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